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	少子・高齢化が急激に進行するなかで持続可能な社会を形成するためには、職場における仕事への関わり方にとどまらず、充実した生活や地域活動への積極的な参加などの意識改革と、公正労働基準の確立や子育て・介護支援策など政策・制度の改善が必要です。

それが「ワーク・ライフ・バランス」、つまり「仕事と生活の調和」の実現であり、労働組合も主体となって社会的な運動をつくり上げることが求められています。
2007 年12 月18 日、政府の『ワーク・ライフ・バランス推進官民トップ会議』は、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」および「仕事と生活の調和のための行動指針」を策定し、行動指針
	
	
	には、社会全体として達成することをめざす「数値目標」が盛り込まれました。

自治労は、政・労・使と自治体代表者で合意した「憲章」と「行動指針」を踏まえ、自治体・雇用主に対して、ワーク・ライフ・バランスの推進体制の確立や「行動指針」の具体化にむけ、地域、職場から運動を取り組んできています。

	
	
	
	◇◇◇「憲章」は次回、掲載します◇◇◇


	


自治体現場の声を国会へ！自治労組織内候補の必勝をめざします！





春闘の統一要求書と一緒に提出した「2010年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求書」について、２月２５日に町長から受けた回答をご報告し、今後の秋季闘争に向け、町政と職場に係る「男女平等」の課題を考え合っていきます。

	要　求【職場の課題】
	２．職場における男女平等の実現について

（１）『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法13条・改正均等法を遵守し、採用から退職に至るまでの実質的な男女平等の職場とすること。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職はなくすこと。

（２）「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」を策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善にむけた計画の策定を行うこと。

（３）研修・教育プランに男女平等のテーマを盛り込むこと。
（４）労働安全衛生委員会における男女平等参画をすすめ、女性や臨時・非常勤等職員の立場から安全で快適な職場づくりに取り組むこと。

	回　　答
	定員管理計画に基づき採用を行っており、２２年度は４名採用予定のうち、２名は女性の採用を内定している。今後の採用においても、男女に平等・公正な就職の機会を提供していきたい。（２月２５日の回答です）
教育訓練は、男女平等に行っている。研修・教育プランに男女平等のテーマを盛り込むことについては、人材育成計画の見直しをする際に検討したい。





津別保育所 保育士の長野三恵子

	「子育て基金」に財源もサービスも
基調講演の続きです。

連合の考え方は、育休給付、出産手当、児童手当、保育所運営費などの財源を、「子育て基金」に統合し、一体的な給付・サービスの提供をはかるということです。

また、出産一時金は廃止して、妊娠・出産に係わる経費は健康保険の現物給付とし、具体的
	
	
	な診療報酬の設定に向けて、現在の分娩方法の実態把握や費用の検証を進めるべきという考えです。

「子育て基金」がつくられると、公立保育所もかつての制度のように、施設建て替え等の財源保障が強化されるということでした。　

　政府は、「子育て基金」を次の通常国会で法制化しようとしています。

【次号につづく】















































































































































労働金庫 津別担当の澤田さんは水曜日、本日午後から来ます











『推進官民トップ会議』とは


官民トップ会議には、内閣官房長官ほか５人の関係大臣が参加し、連合からは高木会長、日本経団連から御手洗会長、自治体からは麻生全国知事会長が参加し「憲章」､「行動指針」が策定・合意されました。

















５月９日、札幌市での「全道保育集会」と「ナショナルミニマム・キャンペーン集会」に参加いただいた児童館 指導員の百瀬考幸さんと津別保育所 保育士の長野三恵子さんの報告です。 （第５回）








